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※オフライン／オンライン編集室の区
分は、設置するシステムによる区分で
はなく、ポストプロダクション事業者
が申告した運用区分によるものです。

※2021年／2020年／2019年調査
の回答社内訳は、会員社の新規入会・
退会などの増減や回答／非回答社
の動向により同一ではありません。 
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【ポストプロダクション設備調査について】
　当調査は、JPPA 会員各社のポストプロダクション設備状況の動向を把握し、市場の変化を把握する
ために、2004 年度から実施しています。
　これまでの調査では、映像制作のデジタル化に伴うノンリニア編集室の増大、放送のデジタル化や
HD 化に伴う編集室形態の変化などを分析してきました。地上放送がデジタルに完全移行した 2011 年
度調査では、オンライン編集室の 94.9％が HD に対応するとともに、全回答社が HD 編集室を保有し
ていることが判明するなど、JPPA 会員社の HD 対応が完了したことが明らかになりました。2013 年
度調査では、ミドルレンジクラスのノンリニア編集室の新設やオンライン／オフライン兼用の編集室が
増加したことにより、ノンリニア編集室が大幅に増加したことがわかりました。2015 年度調査では、
ノンリニア編集室が継続して増加していること、リニア編集室においてはサブシステムとしてのノンリ
ニア編集システムが設置された編集室が増加したことなどがわかりました。
　さらに、2017 年度調査では、ノンリニア編集室でミドルレンジクラスのソフトウェアを導入した編
集室が急拡大、オンライン／オフライン兼用の編集室が大きく増加し、グレーディングシステムを併用
している編集室が 2015 年度調査と比較して 4 倍以上の伸びをみせるなどのトッピクスがありました。
　なお、調査では、システム、ハードウェア／ソフトウェアやバージョン等の詳細を聞き統計をとって
いますが、当該リリースにおいてはポストプロダクション業界全体の傾向を図ることが目的のため、具
体的なシステム名称や数値について記載していません。


